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 2011 年 3 月 11 日に東北地方東方沖で発生した巨大地震（東北地方太平洋沖地震）とそれに
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2014 年 8 月末現在では、稼働している原発はゼロとなっている。 
 電気事業連合会電気設備地震対策 WG 報告書によれば[4]、原子力設備に関しては 10 基（775
万 kW）が、火力設備に関しては 25 基(1345 万 kW)が、ダムに関しては２か所が、送電線鉄塔
に関しては 61 基が、電柱に関しては 50,336 基が大小の被害を受けたといわれている。流通設

























































































９社合成（形式的合計計算）の需要でいえば、事故以前の 2010 年度に対して 2012 年度の最大
電力は 87％に減少している。東京電力でいえば、かつて 2011 年以前に約 6000 万 kW あった最
大電力が、事故後には約 5000 万 kW に減少している[17]。これには、需給調整契約などによる負
荷のシフトと省電力の努力が関係している。日最大電力は、寒冷地方を除けば夏季の 10 時-16
時の範囲で発生する。電力自由化以後の需給調整状況の詳細は不明だが、9 社合成で 900 万 kW







290-470 万 kW の節電が可能といわれている[29]。また原発停止以来、電気料金が上昇しており、
それも電力消費の抑制につながっている。 
 電力消費の抑制の効果を持つ LED も活用されている。LED 電球は従来型の電灯と比べると
1/8 の電力消費で済む。日本エネルギー経済研究所の調査[15] によれば、産業、業務、家庭部門
の合計で、電力需要の 16％が照明用に使用されており、白熱灯と蛍光灯のすべてを LED に置
き換えれば、約 16 兆円の費用がかかるものの総電力需要の９％を削減可能（約 900 億 kWh）

















 今後、長期的に電力需要の大幅な伸びがないと考えれば、新設する発電所は、kW と kWh の
バランスを考えつつ、休廃止設備をカバーし、十分な予備力を確保することにより電力の供給
安定性を回復しつつ、どのような設備構成が安定的で経済的かを考えればよいことになる。現

















いる。2010 年度と比較すると、原発事故後の 2012 年度の電気事業用の LNG 使用量は 34％増加
した。9 電力会社の LNG 使用量は 2010 年度の 4174 万 t から 2012 年度の 5563 万 t に増大した
（電気事業便覧）。 








大きな理由は LNG の輸入量の増大だけでなく、円安と原油価格の上昇も大きく寄与している。 
 一方、石炭火力には利点と欠点がある。石炭火力の問題点は、排気ガス対策・粉じん対策と
同時に、CO2 の発生量が LNG 火力に対して 4 割方多いことであり、逆に利点は燃料価格が安
いことである（地球環境問題の高まりの中で世界的に石炭の需給が緩くなっておりそのために
価格が下落している）。ただし、2011 年以後、原発事故後の日本の石炭火力の一般炭消費量の






く規模的には LNG 火力を主にすれば十分であろう。 
 世界的には、石炭火力は CO2 問題のために忌避される傾向が高まりつつあるが、窒素酸化物、
硫黄酸化物対策に関しては技術的にクリアされている。また IGCC 技術を利用して燃焼効率を























長期見通しは大幅に上方修正されつつあった。最近では、2020 年導入規模 2800 万 kW、2030
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価格な買取価格水準の設定（例 当初、住宅用 10kW 未満 42 円/kWh、その後 37 円、今後さら
に低下する）である。その結果、申請量は著しく増大した。申請が無審査に近い状態であった















日本の太陽光発電のコストも、パワーコンディショナや設置工事費まで含め 20－30 円/kWh 台























 現在、水力発電は全発電設備能力（電気事業・自家発）の 17％、発電電力量の 8％程度を担っ





























うに 10 円/kWh 以下（現時点ではとても無理）になったとすれば、太陽光発電はその供給可能
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